
Ｐ２Ｇシステムの実用化加速に係る基本合意書の締結について

 令和３年４月１５日 

山 梨 県 

東京電力ホールディングス株式会社 

東 レ 株 式 会 社 

山梨県（県庁：山梨県甲府市、知事：長崎
な が さ き

幸太郎
こ う た ろ う

）、東京電力ホールディングス株式会

社（本社：東京都千代田区、代表執行役社長：小早川
こ ば や か わ

智
と も

明
あ き

、以下「東京電力ＨＤ」とい

う。）及び東レ株式会社（本社：東京都中央区、代表取締役社長：日覺
に っ か く

昭
あ き ひ ろ

、以下「東レ」

という。）は、甲府市米倉山
こめくらやま

の電力貯蔵技術研究サイトにおいて、共同で技術開発を進

めてきたＰ２Ｇ（Ｐｏｗｅｒ ｔｏ Ｇａｓ）システムの成果を発展させ、更に、カーボ

ンニュートラルの実現を目指した新たな事業への挑戦に向け、共同事業体の設立をすべ

く、検討を進めていくことについて合意しました。 

Ｐ２Ｇシステムについては、２０１６年度から、国立研究開発法人新エネルギー・産

業技術総合開発機構（ＮＥＤＯ）の委託事業として、山梨県、東京電力ＨＤ及び東レ等

が共同で技術開発を行ってきた大型の水電解装置や水素出荷設備等の施設全体が概ね完

成し、本年６月から、山梨県内の工場やスーパーマーケットで水素を利用する実証試験

を、全国に先駆けて開始することとなりました。 

ついては、Ｐ２Ｇシステムの技術を更に発展させ、山梨県内外での水素の供給事業を

可能にするとともに、国が創出する新たな基金事業へも積極的に取り組んでいくため、

共同事業体「やまなし・ハイドロジェン・カンパニー（ＹＨＣ）」（仮称）の設立に向け

た検討を進めていきます。 

山梨県は、２０５０年までに温暖化ガスを実質ゼロにする脱炭素社会の実現に向け、

Ｐ２Ｇシステムの実用化を加速し、県内外への普及を図るとともに、更なる高効率化・

大容量化に向けた技術開発を進め、エネルギー需要家の化石燃料の利用をグリーン水素

に大きく転換させ、新たな水素エネルギー産業の創出を目指します。 

東京電力ＨＤは、非化石エネルギーの推進を通じて持続可能な社会の実現に貢献する

とともに、産業部門の電化や水素の技術開発により、脱炭素社会の実現に貢献していき

ます。 

東レは、２０１８年に策定した「東レグループサステナビリティ・ビジョン」におい

て、２０５０年に温室効果ガスの排出と吸収のバランスのとれた世界などを目指すこと

を掲げており、地球環境問題や資源・エネルギー問題の解決を通じて社会に貢献するこ

とを目指しています。電解質膜、電極基材などの水電解・水素圧縮や燃料電池向け材料

の開発、製造及び販売を通じて、カーボンニュートラルを可能とする水素製造（水電解）、

水素インフラ（圧縮・貯蔵）及び水素利用（燃料電池）技術の発展に貢献していきます。 
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TEL：03-6373-1111（代表） 

TEL：03-3245-5179(直通） 


